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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第16期

第２四半期
連結累計期間

第15期

会計期間
自 2020年４月１日
至 2020年９月30日

自 2019年４月１日
至 2020年３月31日

売上高 (千円) 1,665,012 2,467,009

経常利益 (千円) 74,943 7,408

親会社株主に帰属する四半期純利益
又は親会社株主に帰属する当期純損失
（△）

(千円) 49,092 △765

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 49,092 △765

純資産額 (千円) 390,543 344,905

総資産額 (千円) 808,755 656,526

１株当たり四半期純利益
又は１株当たり当期純損失（△）

(円) 71.05 △1.12

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益

(円) － －

自己資本比率 (％) 48.3 52.5

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) 30,698 △60,713

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) △8,858 △44,058

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) △3,455 93,890

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

(千円) 256,438 238,053

回次
第16期

第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 2020年７月１日
至 2020年９月30日

１株当たり四半期純利益 (円) 63.51

(注)１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第16期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在する

ものの、当社株式は非上場であるため、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。また、第

15期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの、１株当たり当期純損

失であるため記載しておりません。

４．当社は、2020年11月13日開催の取締役会決議により、2020年12月22日付で普通株式１株につき200株の割合で

株式分割を行っております。これに伴い第15期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半

期純利益又は１株当たり当期純損失を算出しております。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、新規上場申請のための有価証券報告

書（Ⅰの部）に記載した事業等のリスクについて、重要な変更はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

なお、当社グループは、前第２四半期連結累計期間については四半期連結財務諸表を作成していないため、前年同

四半期連結累計期間との比較分析は行っておりません。

(1) 経営成績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染拡大に伴う国内外の経済活動の停滞

や縮小により景況感は急激に悪化いたしましたが、感染症拡大の防止策を講じつつ、段階的な経済活動の再開によ

って持ち直しの動きがみられ、この動きが続くことが期待されています。

当社グループを取り巻く事業環境におきましては、世界の主要中央銀行と中央政府による金融・財政支援により、

日本や米国の株式市場はV字回復となり、国内外の金融市場は総じて堅調な状況が続いております。

このような環境下、当社グループは、お客様のニーズや課題にお応えする役割を果たすとともに、金融商品仲介

業務においてはIFAビジネスプラットフォームの付加価値を高めることで、2021年３月末の媒介する資産残高2,000

億円の達成に取り組んでまいりました。

その結果、当第２四半期連結累計期間においてIFA数は11名純増、保険募集人は５名純増し、当第２四半期連結会

計期間末のIFA数は184名、保険募集人は65名となり、金融商品仲介業に係る口座総数は10,685口座（前年同期比

19.1％増、1,715口座増）、媒介する資産残高は167,289百万円（前年同期比37.5％増、45,649百万円増）となり、

当社事業基盤の拡大は継続しております。

以上の結果、当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高は1,665,012千円、営業利益は74,786千円、経常利益は

74,943千円、親会社株主に帰属する四半期純利益は49,092千円となりました。

(2) 財政状態の状況

当第２四半期連結会計期間末における財政状態については次のとおりであります。

① 資産

当第２四半期連結会計期間末の流動資産は、前連結会計年度末に比べ150,982千円増加し、656,542千円となり

ました。これは、現金及び預金が18,384千円増加、売掛金が133,881千円増加したこと等によるものです。固定資

産は、前連結会計年度末に比べ1,246千円増加し、152,212千円となりました。

この結果、総資産は808,755千円となり、前連結会計年度末に比べ152,229千円増加いたしました。

② 負債

当第２四半期連結会計期間末の負債合計は、前連結会計年度末に比べ106,591千円増加し、418,212千円となり

ました。これは買掛金が79,481千円増加、未払法人税等が21,688千円増加したこと等によるものです。

③ 純資産

当第２四半期連結会計期間末の純資産は、前連結会計年度末に比べ45,637千円増加し、390,543千円となりまし

た。これは親会社株主に帰属する四半期純利益49,092千円を計上した一方、剰余金の配当3,455千円を実施したこ

とにより、利益剰余金が45,637千円増加したことによるものです。
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(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ

18,384千円増加し、256,438千円となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動により獲得した資金は30,698千円となりました。主な増加要因は、税金等調整前四半期純利益74,865

千円、仕入債務の増加額79,481千円であり、主な減少要因は売上債権の増加額133,881千円によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動により支出した資金は8,858千円となりました。主な要因は、有形固定資産の取得による支出10,162千

円、差入保証金の返還による収入2,792千円によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動により支出した資金は3,455千円となりました。これは、配当金の支払額3,455千円によるものです。

(4) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

当第２四半期連結累計期間において、会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更は

ありません。

(5) 経営方針・経営戦略等及び経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

当第２四半期連結累計期間において、経営方針・経営戦略等及び経営上の目標の達成状況を判断するための客観

的な指標等に重要な変更はありません。

(6) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第２四半期連結累計期間において、当社が優先的に対処すべき課題について重要な変更はありません。

(7) 研究開発活動

該当事項はありません。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 20,000

計 20,000

（注）2020年11月13日開催の取締役会決議により、2020年12月22日付で株式分割に伴う定款の一部変更が行われ、発

行可能株式総数は2,744,000株増加し、2,764,000株となっております。

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2020年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2021年３月５日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 3,455 691,000 非上場

権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式で
あり、単元株式数は100株であ
ります。

計 3,455 691,000 ― ―

（注）１．2020年11月13日開催の取締役会決議により、2020年12月22日付で普通株式１株につき200株の割合で株式分

割を行い、発行済株式総数は687,545株増加し、691,000株になっております。

２．2020年12月22日開催の臨時株主総会決議により、１単元を100株とする単元株制度を採用しております。

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2020年７月１日～
2020年９月30日

― 3,455 ― 144,585 ― 64,585

（注）2020年11月13日開催の取締役会決議により、2020年12月22日付で普通株式１株につき200株の割合で株式分割を

行い、発行済株式総数は687,545株増加し、691,000株になっております。

(5) 【大株主の状況】

2020年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自
己株式を除

く。）の総数に
対する所有株式
数の割合（％）

石原 章太郎

中道 謙

田中 譲治

原田 茂行

清田 秀彦

塩本 かおり

守屋 顕一

島田 和紀

濵﨑 洋

諸富 滋

松波 精二

吉川 昌利

神奈川県鎌倉市

東京都中央区

東京都世田谷区

神奈川県横浜市神奈川区

東京都大田区

東京都世田谷区

神奈川県横浜市戸塚区

東京都武蔵野市

神奈川県横浜市港北区

神奈川県川崎市麻生区

千葉県船橋市

神奈川県横浜市港南区

407

400

170

140

110

100

100

100

100

80

80

80

11.78

11.58

4.92

4.05

3.18

2.89

2.89

2.89

2.89

2.32

2.32

2.32

計 － 1,867 54.04

（注）2020年12月22日付で普通株式１株につき200株とする株式分割を行っておりますが、当該分割前の株式数を

　 記載しております。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2020年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 3,455 3,455
「１（1）②発行済株式」
の「内容」の記載を参照

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 3,455 ― ―

総株主の議決権 ― 3,455 ―

（注）2020年11月13日開催の取締役会決議により、2020年12月22日付で普通株式１株につき200株の割合で株式分割を

行うとともに、2020年12月22日開催の臨時株主総会決議により、１単元を100株とする単元株制度を採用してお

ります。これに伴い、提出日現在において、完全議決権株式（その他）の株式数は普通株式691,000株、議決権

の数は6,910個、発行済株式総数の株式数は691,000株、総株主の議決権の数は6,910個になっております。

② 【自己株式等】

該当事項はありません。

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第211条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193条の２

第１項の規定に準じて、第２四半期連結会計期間(2020年７月１日から2020年９月30日まで)及び第２四半期連結累計

期間(2020年４月１日から2020年９月30日まで)の四半期連結財務諸表について、東陽監査法人による四半期レビュー

を受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2020年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 238,053 256,438

売掛金 245,340 379,221

商品 1,140 1,053

その他 21,025 19,830

流動資産合計 505,560 656,542

固定資産

有形固定資産 48,258 47,238

無形固定資産 1,039 1,087

投資その他の資産

差入保証金 93,907 91,114

その他 7,760 12,770

投資その他の資産合計 101,668 103,885

固定資産合計 150,966 152,212

資産合計 656,526 808,755



― 10 ―

(単位：千円)

前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2020年９月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 212,131 291,612

未払法人税等 12,020 33,708

賞与引当金 4,030 6,674

役員賞与引当金 1,916 4,435

資産除去債務 1,300 －

その他 49,834 51,393

流動負債合計 281,233 387,824

固定負債

資産除去債務 30,387 30,387

固定負債合計 30,387 30,387

負債合計 311,621 418,212

純資産の部

株主資本

資本金 144,585 144,585

資本剰余金 73,521 73,521

利益剰余金 126,798 172,436

株主資本合計 344,905 390,543

純資産合計 344,905 390,543

負債純資産合計 656,526 808,755
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)
当第２四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
至 2020年９月30日)

売上高 1,665,012

売上原価 1,237,206

売上総利益 427,806

販売費及び一般管理費 ※ 353,019

営業利益 74,786

営業外収益

受取利息 0

受取家賃 121

雑収入 34

営業外収益合計 156

経常利益 74,943

特別損失

固定資産除却損 77

特別損失合計 77

税金等調整前四半期純利益 74,865

法人税、住民税及び事業税 29,624

法人税等調整額 △3,851

法人税等合計 25,773

四半期純利益 49,092

親会社株主に帰属する四半期純利益 49,092



― 12 ―

【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)
当第２四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
至 2020年９月30日)

四半期純利益 49,092

四半期包括利益 49,092

(内訳)

親会社株主に係る四半期包括利益 49,092

非支配株主に係る四半期包括利益 －
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)
当第２四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
至 2020年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

　税金等調整前四半期純利益 74,865

　減価償却費 7,995

　長期前払費用償却額 403

　賞与引当金の増減額（△は減少） 2,643

　役員賞与引当金の増減額（△は減少） 2,519

　受取利息及び受取配当金 △0

　有形固定資産除却損 77

　売上債権の増減額（△は増加） △133,881

　たな卸資産の増減額（△は増加） 87

　前払費用の増減額（△は減少） 658

　仕入債務の増減額（△は減少） 79,481

　未払金の増減額（△は減少） △7,722

　未払費用の増減額（△は減少） 3,801

　未払消費税等の増減額（△は減少） 8,325

　その他 △622

　小計 38,634

　利息及び配当金の受取額 0

　法人税等の支払額 △7,936

　営業活動によるキャッシュ・フロー 30,698

投資活動によるキャッシュ・フロー

　有形固定資産の取得による支出 △10,162

　無形固定資産の取得による支出 △189

　資産除去債務の履行による支出 △1,300

　差入保証金の返還による収入 2,792

　投資活動によるキャッシュ・フロー △8,858

財務活動によるキャッシュ・フロー

　配当金の支払額 △3,455

　財務活動によるキャッシュ・フロー △3,455

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 18,384

現金及び現金同等物の期首残高 238,053

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 256,438
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【注記事項】

(四半期連結損益計算書関係)

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

当第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年９月30日)

給料及び手当 104,608千円

退職給付費用 6,229

賞与引当金繰入額 7,172

役員賞与引当金繰入額 2,633

地代家賃 68,629

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおり

であります。

当第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年９月30日)

現金及び預金 256,438千円

現金及び現金同等物 256,438千円

(株主資本等関係)

当第２四半期連結累計期間（自 2020年４月１日 至 2020年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の
総額

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

2020年５月15日
取締役会

普通株式 利益剰余金 3,455千円 1,000円 2020年３月31日 2020年６月30日

（注）2020年12月22日付で普通株式１株につき200株の割合で株式分割を行っております。「１株当たり配当額」

については、当該株式分割前の金額を記載しております。

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社グループの事業セグメントは、IFAによる金融サービス提供事業のみの単一セグメントであり重要性が乏し

いため、セグメント情報の記載を省略しております。

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

当第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年９月30日)

１株当たり四半期純利益 71円05銭

(算定上の基礎)

　親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 49,092

　普通株主に帰属しない金額(千円) －

　普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益
　(千円)

49,092

　普通株式の期中平均株式数(株) 691,000

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四
半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結会計
年度末から重要な変動があったものの概要

―

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であ

り、期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。

２．2020年11月13日開催の取締役会決議により、2020年12月22日付で普通株式１株につき200株の割合で株式分

割を行っております。これに伴い当連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四

半期純利益を算出しております。



― 16 ―

(重要な後発事象)

当社は、2020年11月13日開催の取締役会決議により、2020年12月22日付をもって株式分割を行っております。また、

2020年12月22日開催の臨時株主総会決議により定款の一部を変更し、単元株制度を採用しております。

１ 株式分割及び単元株制度の採用の目的

当社株式の流動性向上と投資家層の拡大を図ることを目的として株式分割を実施するとともに、１単元を100株と

する単元株制度を採用しております。

２ 株式分割の概要

① 分割の方法

2020年12月21日を基準日とし、同日最終の株主名簿に記載又は記録された株主の所有する普通株式を、１株につ

き200株の割合をもって分割しております。

② 分割により増加する株式数

株式分割前の発行済株式総数 3,455株

今回の株式分割により増加する株式数 687,545株

株式分割後の発行済株式総数 691,000株

株式分割後の発行可能株式総数 2,764,000株

③ 分割の日程

基準日公告日 2020年11月16日

基準日 2020年12月21日

効力発生日 2020年12月22日

④ １株当たり情報に及ぼす影響

「１株当たり情報」は当該株式分割が前連結会計年度の期首に行われたと仮定して算出しており、これによる

影響については、当該箇所に記載しております。

３ 単元株制度の概要

単元株制度を採用し、普通株式の単元株式数を100株といたしました。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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